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1. はじめに 

日本は，世界有数の地震大国である．内閣府

によると， 2003 年から 2009 年に世界で起きた

地震の約 17%が日本で発生している[1]．2011 年

に発生した東日本大震災では，直接的な被害の

他に，都心での公共交通機関の停止による外出

先からの帰宅困難といった想定外の問題も発生

した[2]．これらの被害規模は，今後予見されて

いる首都直下型地震ではより大きくなると考え

られており，通常の災害と同じく対策を行うこ

とが必要である． 

災害への対策・対応を考えるうえでは，「自

助・共助・公助」という基本的な考え方がある

[3]．自助とは自らの命を自らが守ること，共助

とは近隣が互いに助け合って地域を守ること，

公助とは警察・消防・ライフラインを支える各

民間企業による応急・復旧対策活動のことをい

い，災害時にはこれら 3 つの役割を明確にし，

互いに補完し合うことが重要とされている．し

かし実際に災害が発生すると，行政は，被害情

報の把握や救急，救助，消火，緊急輸送などの

より緊急性の高い活動に集中せざるを得ない．

そのため，帰宅困難者達は，自助，共助を主体

として自らの身を守ることが必要となる． 

既存の災害情報サービスとしては，「徒歩ロ

グマップ」が挙げられる[4]．徒歩ログマップは，

１日以内の通行実績を元に通行可能な道路の情

報を提供するサービスである． 

しかし道路状態の判定に通行実績情報を利用

しているため，1 度通行可能と判定された後，新

たに通行不能となった道路の情報が反映されづ

らくなる．そのため，リアルタイムな情報を必

要とする帰宅困難者の支援には不適当と考えら

れる． 

以上のことから本研究では，スマートフォン

等の携帯移動端末を利用し，帰宅困難者である

ユーザがリアルタイムに道路の被災情報を共有 

 

 

 

 

 

できるシステムを開発する． 

 

2. 帰宅困難者支援システム 

本システムは，クライアントサーバー型のウ

ェブアプリケーションとして開発され，「歩行

データ収集」，「道路状態解析」，「道路情報

提供」の 3 つのサブシステムから成り立つ．ユ

ーザは，このシステムにアクセスすることで他

の複数の帰宅困難者と不通道路情報を共有する 

 

2.1 歩行データ収集システム 

システムでは始めに，歩行データ収集システ

ムが，ユーザの所持する GPS 搭載移動端末から

送信された歩行データをサーバーが受信し，デ

ータベースに記録する．歩行データ（図 1）には

緯度，経度，移動速度(m/s)，取得時刻，誤差精

度が含まれ，緯度と経度の変化を元に各時刻で

の方位角を計算する． 

 

 
図 1 歩行データ例 

 

2.2 道路状態解析システム 

道路状態解析システムではユーザの歩行デー

タを元に，引き返し行動がとられたと思われる

地点を検出し，記録する．この際，引き返し行

動の判定には歩行データに含まれる方位角デー

タを利用する．歩行データから GPS 誤差精度や

移動速度などを元にノイズを除去した後，方位
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角が 180°変化している地点を探索する．近接

する地点で複数の引き返し行動地点が検出され

た場合は，これらを統合し，緯度と経度は 2 地

点の平均を記録する． 

また、ここで検出された引き返し行動地点は

不通道路地点として記録され，記録以降，同地

点における他のユーザによる引き返し行動や通

過行動を記録する．道路状態は，各地点におけ

る引き返し行動数と通過行動数を元にした引き

返し率から推定される． 

 

2.3 道路情報提供システム 

最後に，以上の手法で解析された結果を道路

情報提供システムが道路の被災情報としてユー

ザに公開する．  

これらのサーバー処理をリアルタイムに行う

ことにより，ユーザは通行困難になった，ある

いは修復された道路に関する情報をリアルタイ

ムに共有することができる． 

 

3. 評価実験 

開発したシステムに関して，3 ヵ所の通行不能

箇所を想定し（図 2），7 人のシステム被験者に

対して，実際の災害を想定したシステム評価実

験を行った．被験者には，通行不能箇所ごとに

想定した歩行を行うよう依頼し，システムが正

しく通行不能箇所を検出できるか実験した． 

その結果，統合されるべき複数の不通道路地

点が分裂や，引き返し行動・通過行動の誤検出

等，いくつか再検討を必要とする箇所が見られ

た（図 3）．しかし，想定した通行不能箇所での

重要な引き返し行動や通過行動は正常に検出さ

れており，不通道路情報の収集という目的にお

いては概ね期待されるとおりの結果が得られた．

このような誤検出の与える影響は，ユーザ数を

増やすことにより軽減することが可能であると

思われる．  

 

4. おわりに 

本研究では，大規模災害に引き続いて発生す

る帰宅困難者問題を軽減するために，携帯情報

端末を活用した帰宅困難者支援システムを構築

した．このシステムでは，帰宅困難者が持つ携

帯情報端末から位置情報をサーバーが収集・分

析することにより，道路の混雑・不通状況を推

定する． 

その結果，ユーザは道路状態の変化に関する

情報をリアルタイムに共有し，火災や建物倒壊

等による危険地域や通行止めになった道路を迂

回した安全な移動が可能になる． 

今後は，得られた道路情報を用いて，地域の

混雑緩和およびユーザの安全性向上を目的とす

る移動経路生成システムの構築を予定している． 

 

 
図 2 想定した 3 ヶ所の不通道路箇所 

 

 
図 3 道路状態解析結果 
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